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本研究はアメリカにおける小学校ウェブサイトのコンテンツの分析である。今回は50州および
DCにおける60の小学校ウェブサイトのコンテンツが調査の対象になった。それぞれのコンテンツ
は目的や役割に応じて下位の小項目に分節された。その結果，104個のアイテムが生成された。次
に，104アイテムは大きな目的に順って5つの類にまとめられた。また，各類に入っている小項目
はさらに役割の類似性により群化され，それぞれの群に名前がつけられた。次にその群は上位の群
として束ねられ，命名された。この手続きが必要な回数繰り返された。最終的に，5類5階層に構
造化された。この構造の妥当性を見るために、三次調査で、新たに抽出した５小学校のウェブサイ
トからコンテンツのアイテムを収集した。その結果、のべ113アイテム中111アイテムがこれらの
アイテムと構造に照合された。また、2アイテムを追加して106アイテムに増えたが、上位の階層
を変更するものではなかった。このようにアメリカにおける小学校ウェブサイトのコンテンツの一
般型を示すことが検証された。従って、このアイテム（現在106個）と構造はアメリカにおける小
学校ウェブサイトのコンテンツについて一般的な特徴を示している。

This research is an analysis of contents of the elementary school Website in the United States. The
contents of Website in 60 elementary schools in 50  states ＋ 1DC were investigated. The contents
were divided into small units (items) according to their specific role or purposes. As the result, 104
items were accumulated. Then, 104 items were grouped into five Kinds according to their grand goals.
For each Kind the items relating to its goal were collected and then were divided up into a number of
classes according to their common objectives. This grouping procedure was repeated as many times
as needed. The final structure of all items became 5 Kind-5 Hierarchies. The validity of the structure
was tested by checking up the website contents of 5 randomly pulled elementary schools. Among the
total of 113 items in those Website contents 111 items were found in original 104 items. The two re-
sidual items were inserted into the structure without changing the higher Hierarchies. Thus the valid-
ity of the structure was verified. Therefore, these items (now counts 106) and the structure showed a
generic form of contents of the elementary school Website in the United States.
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１．はじめに

ブロードバンドの高度化と普及において期待以上の発
展を見た結果，情報ネットワークのインフラは世界的規
模で整ってきた。しかしながら，ユーザの立場から言う
と，そもそも立派な通信設備や通信環境を欲していたわ
けではなく，高度化したツールを欲していたわけでもな
い。ユーザが欲しているのは，そのインフラを介して得
られる「コンテンツ」そのものであろう。また，一般に
ウェブサイトのユーザビリティが問題になる場合，見や
すい，分かりやすい，そして使いやすいという機能的条
件が取り上げられて，ウェブサイトの視覚的・行動的デ
ザインやインターフェースが研究される。ところが，コ
ンテンツの中味について言及されることは少ない。この
理由は，コンテンツは発信者の特性により全く内容が異
なるので，一般性のある研究になりにくいという事情が
あるためであろう。本研究は，あえてそのコンテンツの
中味に踏み込むもので，対象とするコンテンツとして
は，小学校ウェブサイトに焦点を当てることとした。コ
ンテンツが質的にも量的にもユーザの求めるものとなる
ことが，ユーザビリティの高いウェブサイトの必要条件
となるはずである。

ウェブサイトのユーザビリティについてコンテンツの
面から述べておこう。ウェブサイトの構築とは，利用者
が目的の情報に容易にアクセスできるように，「コンテ
ンツ」の要素を的確に命名し，これらの機能的なつなが
りの樹構造を実現することである。ウェブサイトのコン
テンツをわかりやすく構造化することはユーザビリティ
の向上につながる。そのためには，①利用者に必要な内
容（目標項目）が存在すること。②目標項目が的確な命
名の下に見つけやすいように配置されていること。すな
わち，ウェブサイトにはあるべきコンテンツが，あるべ
き位置に置かれていることが，コンテンツから見たユー
ザビリティとなる。したがって，小学校ウェブサイトに
関して言えば，小学校ウェブサイトとして必要なコンテ
ンツはどのようなものであるのかという研究が必要にな
る。言い換えると，ウェブサイトのコンテンツを開設目
的に照らして明確な構造化を準備することにより，利用
者に提供する情報をスムーズに伝えることが可能にな
る。

学校ウェブサイトを銀行の窓口に例えると，「コンテ
ンツ」は金融商品に例えられる。お客様の満足度を向上
させるためには品質揃いの商品を用意することと同様
に，ウェブサイトのユーザに対する満足度を向上させる

には豊富で良質な「コンテンツ」開発が必須である。
小学校ウェブサイトは，今でも，学校情報の開示の場

であると同時に，保護者・地域・教育関係者にとっては
学校について知る窓口であり，また児童の学習と学習発
表の舞台でもある。昨今はさまざまな学習ソフトやシス
テムが開発され，教科ごとのメディア教材が作られてい
る。このような学習教材を含めて，いつでもどこでも誰
でも（ユビキタス）が，アクセス可能な場を求めるとす
れば，学校ウェブサイトは最適な窓口となりうる。教材
は教師自ら作成しても良いし，教師の目をパスした質の
良いサイトにリンクを張ることもできる。情報教育への
対応に関しても小学校ウェブサイトの役割に対する期待
が大きい。しかし，小学校ウェブサイトを立ち上げ，こ
れを維持するには現場の教師等の負担が実に大きくな
る。高度情報化時代の期待に対応するために必要な時間
的ゆとりがないことに加えて，現場を支援する機関も少
ない。人的・技術的なサポートの貧困が，日本の学校
ウェブサイトの開設率において海外に立ち後れることと
なった理由かもしれない。
『全国の学校基本調査データ』によると，2005年度日

本公立小学校数は22,857校であり，本研究の調査による
と，日本における小学校のウェブサイト開設率は 2002
年で約27％，2003年では約49％，そして2004年では約
66％となっている。一方，Center for Education Reform
の報告によると，2005年度アメリカ公立小学校の総数は
65,228 校である。更に NCES（National Center for Edu-
cation Statistics）の調査（Figure.1）によると，アメリ
カにおける小学校のウェブサイト開設率は，2001 年で
73％（約），2002年では85％，2003年では87％にまで達
していた。このような状況の中で，小学校ウェブサイト
の急速な普及とその利用について新しい展開が期待され
る今こそ，「コンテンツ」の特徴とサイトの活用法に関
する現状把握と今後の展望に向けた研究が焦眉の急であ
る。

２．関連研究

小学校ウェブサイトを「コンテンツ」の側面から評価
した関連研究として，豊福（1996）［1］の「学校ウェブを
作る」と，市川・鈴木［2］ の「日本における小・中・高
等学校WWWホームページの調査研究」（1999），および，

・椎名［3］ の「日本における小学校ウェブサイトの開
設数調査とコンテンツ分類の試み」（2003）がある。

まず，豊福の「学校ウェブを作る」は，学校ウェブサ
イトの意義を発信目的ごとに，「学校の広報としての役
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割」，「デジタルリソースアーカイブ」，「コラボレーショ
ンのための呼びかけ」，「コミュニティの窓口」の四つに
分けた。

次に，市川，鈴木の研究は黎明期（1995 年から 1996
年）における日本の小・中・高等学校ウェブサイトの調
査であった。調査対象は当時見つけられる限りの学校
ウェブサイトであったが，1995年８月で98件，1996年
１月で251件，1996 年８月では 603件と報告している。
ウェブサイト「コンテンツ」は，ディレクトリ構造を再
現するためオートパイロットソフト「波乗野郎」

（ver.10）と「Local Internet Builder」（ver.0.82）で，「コ
ンテンツ」を収集していた。その第１回調査では独創的
なウェブサイトを同定した。第２回調査ではコンテンツ
のカテゴリ分類を行い，類似したもの同志を集めて上位
カテゴリにまとめ，それを第一カテゴリとし，詳細な内
容を示す項目を第二カテゴリとして構成した（付録1.参
照）。第３回調査ではコンテンツの発信目的ごとに「広
報」・「デジタルアーカイブ」・「コラボレーション」・「収
集」・「個人情報」に分け，それぞれのコンテンツを分析
した。更に，小学校ウェブサイトの新たな活用法とし
て，授業実践の報告や，ウェブサイト上で行われていた
共同プロジェクト，子ども達による情報発信などを挙げ
ていた。この研究は小・中・高等学校ウェブサイトに対
して，初めての内容の側面も含めた考察であった。

・椎名の研究は，まず，全国小学校ウェブサイトの
件数を明らかにして，2002年までのウェブサイトの増設
数の推移を読み取った。注目されるのは，2002年全国小
学校ウェブサイト開設率は27％であった時に，つくば市
の小学校では，既にすべての小学校がウェブサイトを開
設していた。次に，小学校のウェブサイトの発信内容に
ついて調査した。そのために，まず，ウェブサイト開設
100％を誇るつくば市の全小学校のコンテンツを精査し，
豊福の「学校ウェブを作る」による小学校ウェブサイト
の発信目的と，市川・鈴木のカテゴリ分類と発信目的を
基にした形で，コンテンツを「４類」に大分類し，さら
に，それぞれを２階層に階層化し，｢４類・２階層｣の構
造化を行った。また，それぞれのコンテンツの具体的な
発信項目ごとの開設率を示した。すでに100％の開設率
に達したつくば市の小学校においては，今後のウェブサ
イトに関して考えられる展開は，その「コンテンツ」を
いかに充実していくかという点に絞られると結論した。
このつくば市の調査は，その後，日本の小学校ウェブサ
イトの「コンテンツ」分類とその構造化を試みた研究

（論文準備中）のプロトタイプとなっている。
ところで，つくば市の全小学校ウェブサイトの「コン

テンツ」の具体的な発信項目として全部で 33 項目が生
成された。続いて市川・鈴木のウェブサイト公開目的の
分類枠に一部を追加する形で，33項目を「４類・２階層」
に構造化した。しかしながら，その時点で「ネットワー
ク」そのものに関する３項目は，コンテンツの内容では
ないとして除外した。今の時点で再考すると，ネット
ワークに関する項目も広くコンテンツであるとみなすの
が適切である。そこで，「５類・２階層」（付録3.参照）
と改めて考える方が適切である。まず，「類」とは大枠
的な開設目的を示す。階層は，目的の下位クラスターで
ある。第１類「学校の広報としての役割」は学校概要を
中心とする内容であり，第２類「デジタルリソースアー
カイブ」は学習や活動などの情報の共有空間であり，第
３類「コラボレーションのための呼びかけ」は学習の発
表を中心とする内容であり，第４類「コミュニティの窓
口」はPTA，卒業生向けの交流の場，そして，第5類「ネッ
トワーク」はネットワークの管理やネットワークを通し
た学習を中心とする内容であった。また，第１・２階層
は各類の下位分類として構造化された。この最下位の項
目はサイト利用者が実際にアクセスする目標のリストで
ある。

３．関連研究の問題点

変化の著しい現代は数年を経ただけで情報が古くな
る。先行研究の問題点になる事項は主としてそうした時
の流れであった。
（1）情報教育のインフラ整備により，学校ウェブサイ

トを取り巻く環境も大きく変わったので，黎明期の研究
は，コンテンツの種類も，その構造も現在に適用できな
いと思われる。変化の急な時代では，数年前の研究でさ
え今時点の状況とは異なることが考えられる。
（2）小学校ウェブサイトに特化した研究が少なかっ

た。小・中・高等学校がそれぞれの教育目標が違ってく
ることにより，ウェブサイトの発信目的とニーズもそれ
ぞれ違ってくる。そこに，小学校ウェブサイトに焦点を
絞った研究の必要性がある。
（3）日本国内の学校ウェブサイトに研究が限られてい

た。日本の小学校ウェブサイトを見ると，「コンテンツ」
が相互によく似ている。将来は「コンテンツ」の種類と
活用法が多様になっていくと思われる。その点で，海外
の小学校の状況を把握する意味が大きい。

これらの問題に対処するため，本研究では海外の小学
校の実情を調査することを考え，先進的なアメリカの小
学校ウェブサイトにおける「コンテンツ」を対象とする
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調査研究を試みた。これによって，日本の将来の小学校
ウェブサイトに適した，新しい「コンテンツ」とサイト
の活用法が見えてくると思われる。

４．研究目的

本研究の目的は情報先進国であるアメリカにおける小
学校ウェブサイト「コンテンツ」を調査・分析すること
を通して，日本の小学校ウェブサイトの将来的な可能性
を探ることと，また，コンテンツの側面からユーザビリ
ティを高めるための基礎資料を提示することである。

次のステップとして，日米両国の小学校ウェブサイト
「コンテンツ」の調査から，より適正な分類と構造化を
試み，分かりやすい，使いやすい小学校ウェブサイトと
しての「コンテンツ」の条件を選定していく。今回の研
究はその基盤となるものである。小学校ウェブサイトの
将来を見越したコンテンツの提案ができれば，各地の小
学校でウェブサイトを構築したり改善する際に，その手
本として利用でき，また，新しいウェブサイトの利活用
についてヒントが得られることを期待する。

５．調査

本研究は同じ時期に実施した日本の小学校ウェブサイ
トの分析（論文準備中）と対をなすものである。調査対
象となるのはアメリカの 60 地区の小学校ウェブサイト

「コンテンツ」，つまり小学校ウェブサイトの発信内容で
ある。しかし，コンテンツの表現手法（視覚的デザイン
や操作性）に関しては，今回の研究の対象外とする。

アメリカの行政区分は50州＋1DCである。本研究で
はアメリカの小学校ウェブサイトの「コンテンツ」につ
いて，50州＋1DCから，一次調査では９州から２校ず
つ，全18校のウェブサイトの「コンテンツ」を収集し，
二次調査では残りの41州＋1DCから各１校ずつ，全42
校のウェブサイト「コンテンツ」を調査した。一次調査
と二次調査を経て多数のコンテンツ小項目を分類し，そ
の構造化を試みた（付録 2.参照）。

構造化されたコンテンツはアメリカの小学校ウェブサ
イトの「一般型」として見ることができる。その理由と
して，第一に，広く全米の50州＋1DCからサンプル校
を抽出していること，第二に，比較的コンテンツの質が
高いウェブサイトを選定し，バラエティの豊かなコンテ
ンツが収集できたこと，そして第三に，一次調査と二次
調査で生成した小項目のグループ化を繰り返して出来上
がったコンテンツのアイテムとその構造が，アメリカの

小学校ウェブサイトで発信している多くのアイテムを含
み，また多くの構造を包含するものになっていることで
ある。第四に，分類表の妥当性を見るために三次調査を
し，これを「一般型」と見なせることが検証できた。調
査対象校５校中，３校中のすべてのアイテムが本研究の
分類枠組みに含まれていた。残りの２校が本研究のアイ
テムに含まれていないアイテムを１つずつ含んでいた。
しかし，上位の階層を変更することなく２アイテムを組
み入れることができた。

5.1 調査の流れ（図1．参照）

本研究では，アメリカの小学校ウェブサイトの「コン
テンツ」について，一次調査と二次調査を経て分類し，
その構造化を試みた。アメリカの行政区分は50州＋1DC
である。一次調査では，アメリカ全土を９エリアにわ
け，それぞれのエリアを代表する９州の文教区域から各
２校ずつ，全 18 校のウェブサイトの「コンテンツ」を
収集した。二次調査では，更に範囲を拡大し，残りの41
州＋1DCから各１校ずつ，全42校のウェブサイト「コ
ンテンツ」を調査し，一次調査で生成した小項目を基礎
に，新たなコンテンツの小項目を加えた。こうして得ら
れた多数の小項目を開設目的に着目したグループ化を繰
り返すことにより，「コンテンツ」項目の構造化が進め
られた。構造化されたコンテンツ項目はアメリカの小学
校ウェブサイトの一般型として見ることができ，また，
日本の小学校ウェブサイトとの比較を可能にし，日米相
互に未来のウェブサイトの方向性を占う一助になりう
る。また，ウェブサイトの新たな活用法が示唆されるこ
とも期待される。

図 1.  アメリカ小学校のウェブサイト分類の流れ

5.2 一次調査

5.2.1　目的

アメリカの小学校ウェブサイトの概要をつかむため，
少数の小学校についてサイトの「コンテンツ」を分類す
る。この分類は，二次調査で 42 小学校ウェブサイトの
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コンテンツを分類するための枠組みとして役立てる。

5.2.2　方法

対象
アメリカの９州から各２校ずつ，全 18 校のウェブサ

イトの「コンテンツ」を対象とした（付録4.参照）。国
土面積の広いアメリカを東西南北の格子状に九つのエリ
アに分け，それぞれのエリアに当てはまる１州から各２
校ずつを選択した。
調査対象校の選定

全米を９エリアに分け，各エリアから無作為に１つの
州を選択し，各州内でランダムに数校の小学校を選択，
その中で最も充実したウェブサイトを持つ小学校２校を
選択した。

学校の選択はウェブサイト[greatschools.net]を利用し
た。

URL　http://www.greatschools.net/?state=MA
[greatschools.net]はアメリカの独立非営利団体であ

る。運営と活動の主な目的はK-12（幼稚園から高校まで）
を対象とする，学校経営の総合的な評価と保護者の学校
選びを支援すること。アメリカ全土の小学校リストと小
学校の基礎情報が豊富に掲載されている。
期間

2005 年５月上旬から６月中旬
手続き

インターネットオンライン調査法により，対象となっ
た18校のウェブサイトの「コンテンツ」を読みながら，
まずウェブサイトにおける階層に関係なく，「コンテン
ツ」を細分化して小項目を生成した。これをエクセルに
収集する。リンクが張られている場合はリンク先の内容
も確認しながら，コンテンツの最小単位となる小項目を
生成した。次に，クロス集計表（学校／項目）を使って，
各学校と各小項目間の関係をクロス表に記入した。
［小項目生成と一次調査の結果］
小項目生成の基準は，何を狙いにした項目であるか，

発信している情報はウェブサイトにおいてどんな役割を
担っているのか等，その「開設目的」に即して最小化さ
れた内容になっているかという観点であった。つまり，
ユーザがウェブサイトをアクセスするときの最終の目的
先である。その目的から見た内容を，「～のための～」の
形式で，できるだけ小さなユニットとし，いくつもの

「小項目」を生成した。（ここで「小項目」とよぶ理由は，
第二次調査では統合再整理して，新しいバージョンのコ
ンテンツの単位として『コンテンツ・アイテム』（略称：
アイテム）を設定するので，それと差別化するためであ

る。）
基準に従って生成した「コンテンツ」の小項目は，そ

の内容と設定目的が分かるように命名し１項目を１カー
ドに記入した。その結果，総数132枚になった。さらに，
132枚のカードを一覧し，「コンテンツ」の小項目名と内
容そのものが重複する小項目は統合し，内容の一部が包
含されない小項目に対しては分解して，別の小項目とみ
なして，「コンテンツ」小項目を命名整理した。

5.2.3　結果

一次調査の 18 小学校のウェブサイトコンテンツから
125 個の小項目が生成された。

5.3 二次調査

5.3.1　目的

一次調査の小項目生成にならって，残りの41州＋DC
から全 42 校のウェブサイト「コンテンツ」の小項目を
補充生成し，次いでグループ化と構造化を行った。

5.3.2　方法

対象
50州＋1DCの中で，一次調査の９州を除く41州＋1DC

（付録5.参照）から，各１校ずつ選び，全42校のウェブ
サイト「コンテンツ」を調査対象とした。
調査対象校の選定

情報の先進性を考慮して，文京区域の小学校を主に選
んだ。そのため，州立大学の近隣から３校の小学校の
ウェブサイトを見比べて，最も充実したコンテンツを持
つ小学校を１校選択した。
（1）文京区域の選定
下記のウェブサイト「アメリカ留学☆大学選び」から

各州について州立大学を選定し，大学の住所を確認した
上で，周辺の小学校のウェブサイトをアクセスした。複
数の州立大学がある場合は無作為に１大学を選定した。

http://www.dd.iij4u.or.jp/̃bob-tail/syubetsu.htm（ア
メリカ留学☆大学選び）
（2）小学校の選定　
アメリカの小学校と小学校のウェブサイトを決めるた

めに，一次調査と同様にウェブサイト[greatschools.net]
を参考にした。［greatschools.net］から（１）が定めた
大学の近くの小学校を探し，更に［Google］から小学校
のウェブサイトを検索した。
期間

2005 年 6 月下旬から 8 月上旬
手続き
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［集計］
一次調査の125小項目を骨子に，インターネットオン

ライン調査法により，42 校のウェブサイト「コンテン
ツ」から生成したアイテムをエクセルに収集した。一次
調査と同じく，リンクとリンク先の内容を確認しながら
アイテムを設定した。次に，クロス集計表（学校／項目）
を使って，各学校と各小項目間の関係をクロス表に記入
した。
［グループ化・階層化］
（1）一次調査にならい，42校のウェブサイトを調査し

た。小項目生成の基準は一次調査の小項目基準と同様
に，開設目的によって決定した。「コンテンツ」の集計
は，一次調査にない小項目を追加し，類似の小項目は統
合した。追加した小項目はそれぞれ１カードに記入した
ので，全138枚の小項目のカードになった。更にそれら
のカードを一覧し，内容の重なる小項目を統合した結
果，「コンテンツ」は 104 個にまとまった。これを「コ
ンテンツ・アイテム」と呼ぶことにする。この104アイ
テムは，最終的なコンテンツ構成図（付録2.参照）の最
下位の階層に並ぶアイテムである。
（2）次に，104アイテムを目的によってグループ化し

た。その結果，「広報」・「まなび」・「交流」・「情報メディ
ア」・「ネット管理」の５つの「表札」の下に組み込まれ
た。このグループを「類」と呼ぶ。各「表札」は発信目
的に沿って命名された。
（3）それぞれの類に属しているアイテムをグループ化

する。ウェブサイトで分かりやすく表現するために，開
設目的・発信目的の基準に従って，何を狙いにした項目
であるか，発信している情報はウェブサイトにおいてど
んな役割を担っているのか等，その「発信目的」に即し
て KJ法でグループ化する。その結果，最大５階層にグ
ループ化された。第1階層は，類の下位クラスターであ
り，階層が下がるごとに具体的な内容になる。なお，各

「類」内の階層数はそれぞれ異なり，第２階層から第５
階層に渡った。
（4）各階層の区分に適切なクラスター名（｢表札｣）を

つけるために，クラスター名を選定したが，その選定基
準は，「情報がわかりやすく伝えられること」であった。
例えば，「クラス通信・クラスだより・毎月のニュース
だより」をまとめて，上位のクラスを「クラスだより」
とした。「たより」は手紙に近い意味あい，「通信」は郵
便や電話によって連絡する意味合いで，実際の内容から
考えると手紙の意味合いが強い。更に，できるだけひら
がなにすることによって，大切な情報が大人も子どもも
理解できるように配慮した。

（5）第１類「広報」は学校の沿革・立場・視点・役割・
経営などを理解させ，広めることを目的にした内容であ
る。第２類「まなび」は学校が主な役割を果たしている
授業学習・実習・イベント・クラブ・研修活動を目的に
した内容である。第３類「交流」は学校運営をサポート
していくため，学校と保護者と地域との連携活動を目的
にした内容である。第４類「情報メディア」は学習とコ
ミュニケーションの情報収集のメディアと，そのメディ
アの利用と管理に関する内容である。第５類「ネット
ワーク」管理は学校の情報システム管理を主な内容とし
ている。具体的に，例えば第１類の「広報」という目的
を実現するために，第１階層は「最新情報」・「たより」・

「学校のかたち」・「学校のしょうかい」・「アクセス」と
いう５つの下位クラスターに区分され，区分に名前がつ
けられた。更に，「たより」という目的の第２階層で，「学
校だより」・「学級だより」・「クラスだより」・「校長室だ
より」という「アイテム」にたどり着く。一方，「学校
のかたち」から，「経費」，「収入」，「寄付」と階層をた
どると，第５階層になって「方法」「窓口」「リンク集」
という「アイテム」に行き着く。

６．結果

アメリカの 60 小学校ウェブサイトにおける「コンテ
ンツ」104アイテムを「５類・５階層」に構造化した（付
録2.参照）。そのうち，各類の第１階層までを図２に示
す。第４類だけは第２階層まで示した。特にアメリカの
小学校ウェブサイトに特徴的な部分は図書館，及び情報
メディアに関連している。その部分だけ背景色を変えて
ある。

次に，アイテム別の公開状況を類ごとに示す。第１類
は図３，第２類は図４，第３類は図５，第４類は図６，
第５類は図７の順で述べる。これらはクロス表から集計
した結果をグラフで表し，アイテム別の公開数を示して
いる。

第１類「広報」（図3.参照）は主に学校が提供する情
報で構成されている。全体的な内容として，学校の紹
介，学校運営，学校だより，学校生活を取り巻く環境の
紹介などである。「広報」の中で，アイテムは全部で59
アイテムあった。最も多く発信された「コンテンツ」は，

「WEBアドレス・E-mail」（51校）・「代表TEL/FAX」（51
校）・「住所」（51校），その次に「方針」（40校）・「目標」

（39校）・「特色」（39校）の順になっていた。60の小学
校のうち，第1類「広報」のアイテムをすべて発信して
いる小学校はなかった。
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図 2.  アメリカ小学校のウェブサイト「コンテンツ」構成図

図 3.  第１類「広報」（59 アイテム)

第２類「まなび」（図4.参照）は，学校及び地域・家
庭でのさまざまな学習，教科学習，放課後の学習，体験
活動に関する分類である。児童にとっては学校活動にお
ける一番大切な内容であり，学校教育指針などが具体的
に見えてくる部分でもある。ここは全部で 20 のアイテ
ムによって構成された。公開数が最も多い「コンテン
ツ」は「イベント」活動（26校）で，次にリンク集に属
している児童関連の「ゲーム＆趣味」リンク集（25校）
であった。

第３類「交流」（図 5.参照）は学校・PTA・地域など
による連携活動や意見交換・交流活動などに関連する分
類である。中核の教育活動を支援する役割を果たしてい
る。全９アイテムで構成されていた。公開数が多い「コ
ンテンツ」は「PTA だより」（18校），次にPTA「イベ

図 4.  第２類「まなび」（20 アイテム）

授
　
業
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ント」（16 校）活動の順であった。
第４類「情報メディア」（図6.参照）は，情報の取得

という目的からアイテムを構成している。図書室の活動
を含め，学校ウェブサイトを介して学習すること，情報
を得ること，情報の評価方法を学習することを主な内容
としている。現在では，図書室での学習に加えて，学校
ウェブサイトを窓口とするネットワーク学習は，調べ学

習に欠かせない手段となっている。第4類のアイテムは
全 13 アイテムからなっている。その中で公開している
小学校数の多いアイテムは「検索エンジンリスト」（27
校），次に「ネット読書」（25校），「図書だより」（17校）
となっていた。

第５類「ネットワーク管理」は図7に示されるように，
３個のアイテムからなっている。これらのアイテムは，
学校の情報システムとウェブサイト利用に関連した管理
が主な目的である。開設学校数は，問い合わせ窓口に
なっている「質問箱」（10校），「NETWOEK利用ガイド
ライン」（６校），WEBガイドライン（３校）であった。

７．妥当性の検証

7.1 目的

一次調査と二次調査から集計・分類した「コンテン
ツ」「５類・５階層」（104アイテム）の構造がアメリカ
小学校ウェブサイトの「一般型」とすることの妥当性を
検証した。

7.2 方法

対象
アメリカの小学校のウェブサイトからランダムに5校

を（付録.6）選び，今回の調査対象とした。この5校は
すべて異なる州から選択された。
期間

2006 年 1 月 16 日－ 18 日
手続き

アメリカの 60 小学校ウェブサイトから集計・分類さ
れた104アイテムに基づいて，調査対象校のウェブサイ
トコンテンツを，それぞれの目的や役割を考慮してアイ
テムを決定し，エクセルを用いて集計した。

7.3 結果

５校の名前をそれぞれＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅで表示し，
集計からＡ校は20アイテム，Ｂ校は18アイテム，Ｃ校
は24アイテム，Ｄ校は30アイテム，そしてＥ校は21ア
イテムを数えることができた。なお，二次調査時，42校
の平均公開アイテム数は 34 アイテムであった。

Ａ校とＣ校とＥ校とのアイテムはすべて本研究の分類
枠組みに含まれていた。Ｂ校の 18 アイテム中の１アイ
テム「新入生の案内」と，Ｄ校の31 アイテム中の１ア
イテム「学校ウェブサイト評議委員会」が新しいアイテ
ムであり，これまでのアイテムに含まれていなかった。
含まれていなかったアイテムは，枠組みの中に新たに付

図 5.  第３類「交流」（９ アイテム）

図 6.  第４類「情報メディア」（13 アイテム）

図 7.  第５類「ネットワーク管理」（３アイテム）
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加し，再編集した（付録.2の太字のアイテム）。「新入生
の案内」は第１類「広報」第１階層「たより」の下位階
層に，「学校ウェブサイト評議委員会」は第５類「ネッ
トワーク管理」第１階層の下位階層に組み入れた。検証
の結果から，のべ113アイテム中111アイテムがこれま
での分類に該当することが示された。また，２アイテム
を追加して106アイテムに増えたが，上位の階層を変更
する必要はなかった。したがって，本研究の「５類・５
階層」104 アイテムは高い妥当性を示したといえる。

８．考察

本研究を ・椎名による 2002 年度日本の小学校ウェ
ブサイトの調査結果と比較し，日米のウェブサイトにお
ける「コンテンツ」の公開数と活用法の違いについて考
察する（付録2.と付録3.参照）。生成されたアイテム数
は，アメリカでは106アイテム，日本では36アイテムで
あった。下記のNo.はアメリカのアイテム番号を示して
いる。

第１類「広報」（No.1-59）という目的で分類されたア
イテム数は，日本で15，アメリカでは59アイテムであっ
た。アイテム数の違いについては時期が異なるので重大
視しないこととし，「コンテンツ」の公開学校数と活用
法から考察してみる。まず，日本にはない「コンテンツ」
として特記されるのは，アメリカの小学校のサイトには

「校則」（No.15）・「保護者責任事項」（No.16）・「学校教
育に関する法律」（No.19）など，学校生活に関する児童
や保護者への「きまり」（No.17-19）が公開されているこ
とである。学校ウェブサイトを通じて公開することに
よって，学校の教育方針や特色などを知るだけではな
く，「きまり」を守って学校生活を送ることの大切さに
ついて児童や保護者に理解を求めていると言える。

次に，「児童評価」（No.33）・「教員評価」（No.34）・「外
部評価」（No.35）・「学力評価情報の開示」（No.36）など，
学校全体にわたる内部及び外部の評価の開示が特色とし
て挙げられる。各種評価の公開によって，学校関係者と
保護者はもちろん，それ以外にも学校に対する理解が深
まると言えよう。アメリカでは「職員別メールアドレ
ス」（No.23）・「カウンセラー」（No.46）など多数の連絡
窓口を設置することによって，さまざまなユーザが時
間，場所に関係なく，ユビキタス時代にふさわしい質疑
のやり取りができるようになっていることも特色として
目につく。検証により追加された「新入生案内」はユー
ザ層を広げることに期待できる。

第２類「まなび」（No.60-79）という目的で分類された

アイテムは， ・椎名の研究では「デジタルリソース
アーカイブ」の類に入っていた。今回のアメリカの調査
では「まなび」という類を新設した。日本の小学校ウェ
ブサイトのコンテンツ分類の際に採用した「デジタルリ
ソースアーカイブ」は，主に，学習活動データの蓄積で
あり，学習活動の一部に過ぎなかった。アメリカの小学
校ウェブサイトにおいては校内・校外での学習やイベン
ト活動などの公開や学習リンク「リンク集」（No.65-75）
を用いる調べ学習，「宿題」（No.62）の掲示など幅広い
内容を含み，従来の枠組みでは網羅しきれなかった。こ
のリンク集や宿題などは日本のウェブサイトには見られ
ないアイテムであった。毎日の「宿題」に関しては，宿
題の内容提示だけではなく，宿題を成し遂げるために有
用なリンク集や参考資料が提示されていた。学習の「リ
ンク集」は，児童と教師に役立つだけでなく，親に向け
て発信されていると思われ，子育て情報，「児童教育」

（No.74）や子育ての「関連法律」（No.74）も多く見られ
た。

第３類「交流」（No.80-88）という目的で分類されたア
イテムは，日米の差はあまりなかった。ただ，アメリカ
では学校活動のための「地域ボランティア」（No.85-87）
を募集している学校が多かった。

第４類「情報メディア」（No.89-101）という目的で分
類された「類」は，今回の調査で新設された。情報収集
およびその方法を学ぶという目的を実現するアイテムで
あった。「情報メディア」は学校「図書室」（No.89-92）と

「オンライン図書室」（No.93-99）をまとめたクラスター
である。図.2で薄い背景色のクラスター（「図書室」な
ど）は日・米に共通した「コンテンツ」であり，濃い背
景色のクラスター（「オンライン図書室」など）はアメ
リカのウェブサイトに特有の「コンテンツ」であった。

アメリカでは，情報リテラシー教育がネットを通して
与えられているが，今後の日本の小学校においても参考
になると思われる。特に，インターネットを利用する際
に，有意味な情報であるかどうか，情報の質を評価する
方法の学習は，学校ウェブサイトを窓口として与えられ
ている。情報の善し悪しを評価する方法を公開し，評価
方法を公開しているウェブサイトを選定してリンク集と
してリストアップされていた。情報の質の評価能力は情
報リテラシーとして重要な一面である。今後の方向性と
して，「図書室」，「オンライン図書室」，及び「管理」

（No.100）・「質問」（No.101）を融合した「情報メディア」
分野に関して学校ウェブサイトが重要な役割をもつこと
が考えられる。

第５類，学校の「ネットワーク管理」（No.102-104）に
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関するアイテムは， ・椎名の研究ではネットワークの
管理と，ネットワークを通しての学習が内容になってい
た。今回は，ネットワーク管理を独立させ，ネットワー
クを通しての学習は，第２類「まなび」の「リンク集」

（No.65-75）に細分類した。検証により追加された「学校
ウェブサイト評議委員会」は学校ウェブサイトの運営規
定であった。

今回，アメリカの小学校ウェブサイトを対象とした調
査の中で，最も「コンテンツ」が充実している小学校の
場合は104アイテム中75アイテムが公開されていた。こ
れに対して，「コンテンツ」の公開数が少ない学校の場
合は，104アイテム中わずかに13アイテムであった。全
体から見ると，第１類「広報」に属している「コンテン
ツ」の公開数が最も多く，発信率も比較的に高かった，
第２類「まなび」と第４類「情報メディア」も「コンテ
ンツ」の公開数が多かった。
「コンテンツ」の公開数からも見て取れるように，ア

メリカの小学校ウェブサイトの「コンテンツ」は，州や
学校によるばらつきが大きかった。しかし，本研究の調
査目的はユーザビリティの良い「コンテンツ」構成と新
しい活用法の開発であるため，個別のウェブサイト「コ
ンテンツ」の公開数の差は，特に重視するものではな
い。つまり，本調査目的にさしさわりがあるものではな
い。

アメリカの小学校ウェブサイト「コンテンツ」の多様
性が全体的に日本に比べて豊かであると言える。その要
因は，いくつか挙げられる。第一は小学校と国・州・市
など管轄地域の教育委員会や地域の小学校・図書館など
の連携が強いことで，例えば，図書情報の共有，メディ
ア教材の共有などが多く見られた。第二は民間企業との
提携関係が強いことで，例えば，メディア教材の開発，
オンライン読書を推進するためのソフトの開発などが挙
げられる。第三は，特に教科としては情報教育に関する
ものは見つけられなかったが，日ごろの学習に情報時代
に子どもたちに必要になってくる技能，メディア情報の
扱い方を積極的に取り入れているような関係者の姿勢が
見えた。第四は情報メディアに対する教師の意識と知識
が高いことで，例えば，教師自身がウェブサイトを持っ
ている比率が高い。また，学校ウェブサイトを通じて，
オンライン図書館のアクセスや宿題完成の参考リンク集
など，日常の学習に活用できる情報を常に収集している
教師が多いことも特徴的であった。以上の４つの要素は
アメリカの小学校ウェブサイトの「コンテンツ」を調査
した際に強く読み取れるところであった。このように，
アメリカの小学校では外部との連携活動と教師の日々の

努力の積み重ねにより，学校ウェブサイトに載せる以前
に必要な情報が潜在的に蓄積され，学校ウェブサイトに
おいて豊富な「コンテンツ」と活用法を生み出している
ようである。

なお，検証の結果から，のべ113アイテム中111アイ
テムがこれまでの分類に該当し，また，２アイテムを追
加して106アイテムに増えたが，上位の階層を変更する
必要はなかった。したがって，本研究の「５類・５階層」
104アイテムは高い妥当性を示したといえる。すなわち，
構造化された本研究のコンテンツはアメリカの小学校
ウェブサイトの「一般型」と見なせることを検証した。
当然の事ながら，今後も時代と技術の進歩により小学校
のウェブサイトがどんどん変容する可能性を考慮して，
逐次，調査や検証を重ねて，更にアイテムを充実させて
いくことが必要であると考える。

９．おわりに

本研究では，小学校ウェブサイトを研究対象に限定
し，アメリカの小学校ウェブサイト「コンテンツ」につ
いて調査し，コンテンツのユニットとなる小項目を生成
した。続いて，小項目を整理整頓して104アイテムにま
とめ，そこから「５類５階層」に構成した。

その結果から，
① アメリカの小学校ウェブサイト「コンテンツ」の

特徴と公開状況が明らかになった。
② 本研究の日米両国の小学校ウェブサイト「コンテ

ンツ」の比較により，日本にない「コンテンツ」
とその活用法について，具体的なアイテムを挙げ
ながら考察した。

③ 分類した結果を検証することで，構造化されたコ
ンテンツはアメリカの小学校ウェブサイトの「一
般型」であることが検証できた。同時に２アイテ
ムを追加し，アイテムが全部で 106 アイテムに
なった。

④ 日米両国の小学校ウェブサイト「コンテンツ」公
開アイテムの差をもたらした要因の検討を試み
た。

本調査の研究結果と新しい「コンテンツ」の活用法を
取入れることで，「コンテンツ」（内容）の側面から小学
校ウェブサイトのユーザビリティを高めることができ
る。更に「コンテンツ」の側面から，日本の小学校ウェ
ブサイトの構築指針を提案することも可能である。

今後は，アメリカの「コンテンツ」を日本に適用でき
るか評価する必要があるので，本調査研究の結果得られ
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た「コンテンツ」の構成を利用し，保護者，教師等を対
象にヒューリスティクス評価法をはじめとする評価を行
う予定である。
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